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1. 本調査の概要 

1-1 調査の目的 

飯塚市が 2017年 1月に策定した立地適正化計画では、都市機能誘導区域の地区交流センターを拠点施

設と位置づけ、効率的に整備・維持管理することで、少子高齢化社会に対応した拠点連携型の都市構造を

目指している。また、本計画の総合的成果目標である健康寿命延伸及び超高齢化に伴う医療費の財政負

担軽減を図るため、「健幸ステーション」を地域の拠点施設と位置づけ、先の拠点施設と一体的に整備・

運営し、地区の賑わい創出と健康増進の両立を目指すことが重要だと考えている。 

このような背景を踏まえ、本事業では、健康福祉とまちづくりの分野横断的な取組みの視点から、既存

の公共施設を活用した「健幸ステーション」を設置し、その効率的な整備、維持管理方策等の事業計画手

法を検討することを目的とする。また、本事業では、民間活力導入による効率的な事業手法を構築するこ

とを目指す。 

1-2 飯塚市の概要 

 飯塚市は、面積約 214km2、人口約 127,000 人（令和 3 年 1 月末現在）の福岡県の中央付近に位置す

る都市である。当市は、1889年の町村制の施行と同時に旧徳前町、旧菰田村と合併し、飯塚町として発

足したのが始まりである。その後、1909年笠松村と合併し新町制による飯塚町となり、1932年に市制が

施行され、飯塚市となった。そして、1963年に二瀬町、幸袋町、鎮西村の隣接 3町村との合併が行われ

たのち、2006年に飯塚市・穂波町・筑穂町・庄内町・頴田町が合併して、現在の飯塚市となった。飯塚

市ホームページにて公表されている市の人口概況及び地区ごとの人口概況を次頁の表に示す。 

JR九州は、篠栗線、筑豊本線、後藤寺線が走っており、飯塚市中心部から博多駅まで、電車で約 35分、

小倉駅まで約 50分という利便性で、両政令都市への通勤・通学圏内となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 1 飯塚市位置 

(C) OpenStreetMap and OpenStreetMap Foundation 
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図 1. 2 飯塚市各地区の位置 

 

表 1. 1 人口概況 

 

 

 

 

表 1. 2 地区ごとの人口概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男 女 計 世帯数

飯塚 13,797 15,865 29,662 14,995

二瀬 9,288 9,535 18,823 9,973

幸袋 4,770 4,919 9,689 5,024

鎮西 5,499 6,166 11,665 5,500

鯰田 2,981 3,470 6,451 3,105

計 36,335 39,955 76,290 38,597

12,154 13,572 25,726 12,073

4,518 5,021 9,539 4,391

4,980 5,508 10,488 4,942

2,544 2,862 5,406 2,780

庄　　内

頴　　田

地区名

飯　　塚

穂　　波

筑　　穂

127,449 (-103)

60,531 (-36)

66,918 (-67)

62,783 (+5)

総人口

男

女

総世帯数

(C) OpenStreetMap and OpenStreetMap Foundation 
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1-3 事業提案に至った経緯・課題 

1-3-1 当市が抱える課題 

飯塚市が抱える課題として、当事業に関連する下記の 5つの課題を挙げる。 

１）高齢社会・人口減少社会の進展 

 国勢調査によると、飯塚市の人口は減少傾向にある。中でも年少人口（0歳から 14歳）、生産年齢人口

（15 歳から 64 歳）が減少傾向にある一方で、老年人口（65歳以上）は増加傾向にあり、少子高齢化が

進展していることが確認できる。 

２）地域コミュニティ機能の低下 

 高齢化や人口減少に伴って、地域を支える人材の高齢化と人材不足が懸念されている。飯塚市によれ

ば、自治会加入率が現在低下傾向にあり、地域の人とのつながりが強いと思わない人が半数近い年代も

多くみられる（「第 2次いいづか健幸都市基本計画」より）。地域活動の担い手の不足は、地域コミュニテ

ィ機能の低下につながる。地域コミュニティは多くの場面で地域を支えるいわば基盤であり、地域コミ

ュニティ機能の低下は、市全体のレジリエンスに大きくかかわる問題である。 

３）中心市街地におけるまちの賑わい・活力の低下 

 飯塚市中心市街地活性化計画での調査によると、現在飯塚市の中心市街地では、中心商業圏の空洞化

や経済活力が低下している状況にある。飯塚市における小売商業、サービス業は郊外への大型店や専門

店の相次ぐ出店や福岡商業圏との競合等により、営業店舗が減少した。また 3 割を超える空き店舗の存

在、人口減少や少子高齢化に伴う商店主の後継者不在等の問題も抱えている。 

 こうした中心市街地における商業機能の低下は、まちなかの賑わい活力の低下と直結しており、飯塚

市としては、商・住一体となった生活空間としての商業環境の魅力づくりを課題の一つとしている。 

４）公共施設運営の非効率性 

 人口減少などにより、市の主要な財源である市民税の減少が見込まれること、地方交付税の合併特例

措置が段階的に減額されること等、市の財源の効率的な利用は喫緊の課題の一つであり、これに伴って

公共施設の最適化・効率的な経営が求められている。「飯塚市公共施設等のあり方に関する第 3次実施計

画」では、公共施設の総量・配置の最適化だけでなく、収益の見込める施設については運営主体及び運営

方法を最適化することによって収支の最適化についても目的に掲げている。現状の公共施設運営の非効

率性を改善し、収益の見込める部分では適切な官民連携によって、収支状況の改善を行うことが求めら

れている。 

５）地域交流センターの拠点化 

 飯塚市では平成 30 年から市内 12 地区の地区公民館を地域交流センターへの移行を開始した。公民館

の根拠法である社会教育法上の制約を緩和することで、安全・安心なまちづくりや地域福祉の拠点とし

ての機能を強化し、民間の力も加えた柔軟な施設利用を図ることによって、地域交流センターの地域の

さらなる拠点化を目指している。 

地域コミュニティ機能の低下が問題になっていることは先述の通りであるが、人口減少社会の進展に

よって、まちづくり協議会をはじめとした地域活動団体の担い手の不足や、高齢化、固定化もまた一つの

問題である。交流センターはまちづくりの拠点であり、地域コミュニティ拠点となる施設であるが、先述

の通り、その効率的な運営と、有効利活用は非常に重要な課題であり、本事業において求められている点

の一つであるといえる。 
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1-3-2 上位計画との関連 

 本事業の根拠となる上位計画を次に整理する。 

１）第 2次飯塚市総合計画（2026 年まで） 

 地方自治の本旨に基づき、市民の福祉の増進を基本として総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、

今後 10年間のまちづくりの方向性を示す「第２次飯塚市総合計画」が策定されている。本計画は飯塚市

の市政運営における最上位計画であるとされている。本計画は「都市目標像」、「まちづくりの基本理念」、

「政策分野」からなる基本構想を上位概念として、各種施策の基軸が定められた基本計画に続く。 

本総合計画における基本計画について、本事業に関連する内容について述べる。まず、「効果的・効率

的な行政運営の推進」として、飯塚市では行財政改革単年度効果額の 2026 年までの目標として 11.3 億

円としており、本事業でも効率的な行政運営の促進に貢献することが重要である。次に、「公共施設等の

最適化と有効利活用」として、公共建築物の延べ床面積を約 4.5万㎡削減することが目標とされている。

財政を圧迫する公共建築物の効率的な利用は喫緊の課題であり、本事業で焦点を当てる地域の拠点であ

る「地域交流センター」の効率的な利用とまちの拠点としての有効利活用は重要な課題であることが確

認できる。続いて、「健幸都市づくりの推進」として、健康寿命の延伸が目標として掲げられており、健

康都市づくりの具体的な推進方法を示す本事業が総合計画の観点からも重要な事業であることがわかる。 

２）第 2次いいづか健幸都市基本計画 

 「いいづか健幸都市基本計画」の計画期間満了に伴い、改めて健幸まちづくりの視点を踏まえた計画と

して、平成 31 年度から令和 5 年度までの「第 2次いいづか健幸都市基本計画」が策定された。「第 2次

いいづか健幸都市基本計画」では、安全安心で豊かな生活を営むことができることを「健幸」であるとし、

「健幸」をまちづくりの中核に位置付けた「健幸都市の実現」を目指している。 

３）飯塚市立地適正化計画 

飯塚市立地適正化計画においては、①「中心拠点」と②「地域拠点」（旧町中心部）に加え、新たな地

域づくりの要となる③「コミュニティ拠点」、本市の魅力を高める 3つの④「大学」を都市の骨格構造と

して捉え、これらの区域と交通便利地域内の比較的人口密度の高い、都市機能を維持するための⑤「暮ら

し維持型」の区域を都市機能誘導区域に設定し、5つの都市機能誘導区域の類型に応じた重層的な区域設

定を行い、拠点性の回復と将来にわたる暮らしの維持を図ることとしている。 

４）飯塚市公共施設等のあり方に関する第 3次実施計画 

本計画は全ての公共施設を対象に、適正配置、運営主体の適否、効率的な運営方策、利用率の向上策な

どを含めた公共施設のあり方や市民負担の公平性確保の観点から公の施設使用料等の適正な受益者負担

のあり方などについて定めるものであり、2016年に策定した「第 2次公共施設等のあり方に関する基本

方針（公共施設等総合管理計画）」を上位計画とし、上述の「飯塚市立地適正化計画」との整合性を図り

ながら策定された。 

本事業は「飯塚市立地適正化計画」に掲げる拠点施設について、受注者が施設運営の一部を担う SIB

に取り組むもので、健幸都市の実現と施設管理の財政負担の軽減、さらには公共施設の継続的な運営手

法の確立を図るための調査を実施する健康福祉とまちづくりの分野横断的な事業であり、この第 3 次実

施計画と整合性のとれた事業であるといえる。本事業では中でも、「第 2次公共施設等のあり方に関する

基本方針」における②総量の最適化推進、③効率的、効果的な配置の推進、④運営の最適化推進について

参考となる事例の調査を行っている。 
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1-3-3 飯塚市におけるこれまでの取組み 

１）スマートウェルネスシティ展開事業 

 総務省によるデータ利活用型スマートシティ推進事業の一環として、「健幸ポイントサービス」、「健幸

型“MaaS”の開発と導入」、「ビッグデータによる“まちづくり意思決定支援サービス”の開発と導入」

を目指す実証事業を行った。 

２）健幸ポイント事業 

 「第 2次いいづか健幸都市基本計画」を背景として、市民の健康増進のための取り組みとして「健幸ポ

イント事業」が実施されている。これは先に説明をしたスマートウェルネスシティ展開事業の一つとし

て実施された「健幸ポイントサービス」が継続された事業である。具体的には、運動目標、健康診査の受

信、健康に関する教室・イベント等への参加に対して健幸ポイントを市民へ進呈する。健幸ポイントは地

域振興券等に還元され、地域商業の賑わいと市民の健康増進とを同時に進める取り組みであるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）旧ダイマル跡地暮らし・にぎわい再生事業 

飯塚市では、中心市街地活性化の基本方針である「人が集い、交流する賑わいと憩いの場づくり」を具

現化するハード事業の核となる事業として、中心市街地の主要な位置にある旧ダイマル商店跡の再生を

行った。具体的には、国の補助事業である「暮らし・にぎわい再生事業」を活用し、株式会社まちづくり

飯塚が、中心商店街の中央に位置する平成 11年に倒産したダイマル商店を取得・解体し、新たに「飯塚

本町コミュニティビル」として整備した。 

コミュニティビル 1階を市が取得し、「健康を実感できる交流空間」、「癒しと安心感のある時間消費型

の空間」を創出する健康増進・市民交流の拠点施設として「健幸プラザ」を設置した。「健幸プラザ」で

は、トレーニング室等が利用可能であり、各種運動教室等が開かれている。 

４）SIB を活用したフレイル予防実証事業 

飯塚市では、2017 年度よりフレイル予防事業を行っているが、2019 年に飯塚市と福岡地域戦略推進

協議会（FDC）はフレイルチェック等を通じて市民の健康寿命の延伸や地域の一層の活性化に資するた

めの実証事業の実施にあたり、連携協定を締結した。SIBを活用し、民間資金を用いるフレイル予防の多

面的な効果を実証し、成果指標を探るものである。この事業では、フレイル予防事業のさらなる展開に向

図 1. 3 スマート・ウェルネス・シティサービス展開事業で 

構築した位置測位機能付きの歩数計測アプリ画面 
図 1. 4 健幸ポイント事業 2020 
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け「フレイル予防」の多面的な成果の可視化を目的に、SIBを活用した実証事業を実施している。民間資

金を用いて実験的にサービスを提供し、得られたデータをもとに、医療費削減の視点だけでなく、まちづ

くりの視点も含めた社会的インパクトを可視化できる成果指標の作成を目指すものである。2019年に上

述の「健幸プラザ」にてフレイルチェックを初開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 5 健幸プラザ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 6 フレイル予防実証事業 
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1-4 本事業における検討体制 

 本事業実施にあたり、事業実施の検討体制を整理する。本事業は、官民連携による健康福祉とまちづく

りの分野横断的な事業であり、下図に示すように健幸都市推進を担う市民協働部健幸・スポーツ課と、企

業誘致等、官民連携を担う経済部産学振興課とが連携しながら事業を進めた。 

今後実際に官民連携による SIB 事業を実施していくにあたっては、様々な立場の主体が総合的に関わ

る事業であることから、庁内での複合的な連携体制構築が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 7 本事業における検討体制 



 

 

 

 

 

 

 

2.  本事業における調査及び分析の実施内容 
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2. 本事業における調査及び分析の実施内容 

2-1 調査分析の実施内容 

2-1-1 調査分析実施にあたって考慮するポイントの整理 

本事業の実施方針について、下記の通り 3 つのポイントを設定し調査を実施した。 

 

・ポイント①：「健幸ステーション」が担うべき機能を明確に定義する 

飯塚市が掲げる「健幸ステーション」は、国内でも珍しい施策であり、その効果を十分に発現

するにはその施設の定義と担うべき機能を明確にすることが重要である。健幸ステーションの概

念と期待する派生機能としては、以下が考えられる。 

【健幸ステーションの主な機能】 

・日常生活に密着した健幸相談や健康教室の場 

・各種保険サービスの提供 等 

【期待される派生的機能：高齢者人材の有効活用】 

・労働力不足の解消 

・様々な働き方を可能にする柔軟な雇用環境の構築 

・社会的役割を持つことによる高齢者の生きがいづくりの促進 

 

・ポイント②：「公共施設の管理運営効率化」と「市民の健康増進」を同時実現できる政策手法 

の開発 

都市経営の効率化目線では、「公共施設の管理運営」と「市民の健康増進」を同時に実現するこ

とで、インフラ維持管理費用と健康福祉費用の同時削減が目指せることが理想である。そこで、上

記の同時実現を目指した「公共施設の運営管理に関する SIB 事業モデル」と「健幸ポイント事業

に関する SIB 事業モデル」の統合化モデルの実現可能性を検討することが効果的であり、本事業

においては下図の事業スキームを提案し、その有効性の検討を行った。その際には、SIB 事業モデ

ルを含まない他の事業方式とも比較し、どの方式が最も効率的であるのかも同時に検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 1 本事業で提案する事業スキームの 1例(SIB 事業モデル) 

  

★享受するメリット★
・健康増進 ・まちの賑わい
・歩いて暮らせる便利な生活

・住民間の交流 ・地域での役割発見

飯塚市 LLC（合同会社）

筑波大学
（久野譜也教授）

事業契約
（成功報酬型）

評価結果確認後、支払い
（事業費、配当、経費、その他）

SIB事業①
健幸ステーションの運営

SIB事業②
健幸ポイント事業の運営

・地域拠点の活性化
・PRE効率運営
・地域人材活用

・健幸ポイントの提供
・健康増進サービス
・地域人材育成

資金提供者
（金融機関・健康産業・宅建業など）

返済・配当融資・出資

●地域拠点のバンドリング運営●

・・・・・・・

複数の地域拠点を連携して運営⇒相乗効果期待可能

事業評価
（サービスの活用を確認）

・PRE（公的不動産）DB
・人流ビッグデータDB

評価結果報告

データプラットフォーム

第三者評価機関
（飯塚市健康ポイント事業アドバイザ）

飯塚市民

★享受するメリット★
・医療費削減 ・地域活性化 ・運営費削減

・ビッグデータ入手による効果的な施設配
置 ・民間ノウハウ活用 など…
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・ポイント③：シルバー人材の有効活用等による経費削減の工夫 

健幸ステーションの黒字化経営を目指すには、人件費などの支出削減が必ず必要になるが、そ

の際、飯塚市が課題として掲げる高齢者の有効活用施策（「労働力不足の解消」、「様々な働き方を

可能にする柔軟な雇用環境の構築」、「社会的役割を持つことによる高齢者の生きがいづくりの促

進」）との同時実現を図ることが効果的である。従って本事業においては、飯塚市シルバー人材セ

ンターを活用した官民連携事業手法の開発についても検討する。 

 

上記 3 つのポイントを踏まえて、下記に本業務のフロー及びロードマップを示す。各項目につ

いては次節で詳細に述べる。 
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図 2. 2 調査の実施フロー 

  

(1) 地域交流センターの調査と重点整備施設候補の整理(第 4章)  
①現況施設の現地調査 

GIS 等を活用し周辺人口やアクセス状況、施設配置状況等を分析。 
②施設運営実態の分析 
市から候補施設の稼働実態データを入手し、施設の空き状況と想定イベントの開催状況、

入込客数、施設規模等新規機能導入の可能性を検討。 

(3) 市場調査(第 6章) 
①運営事業者へのヒアリング調査の実施 
地域交流センターを活用する事業者へ、事業費や来場者の算定及び事業性分析のため

の費用等に関するデータを取得する。 
②管理事業者へのヒアリング調査の実施 
複数、異種の業態不動産事業をポートフォリオで運営するファンドを中心にヒアリング調査

を実施し、本事業の実施主体候補を選定するためのデータとする。 
 

(4) 事業モデルの提案(第 7章) 
①施設展開可能性に関する検討 
集客需要モデルの推計結果を用いた施設別の年間収入予測、施設の年間維持管理費、

初期投入費用等を勘案し、事業収益の分析を実施。 
②ベストプラクティス事例の調査 
健康増進施設の事例を収集し、その得失を整理するとともに、飯塚市に適用すべきものが

あれば整理、提案。 
③事業スキームの提案 
具体的な事業者参入にあたって、SIB事業モデルを含む複数種類の事業スキームをコスト

面から分析し最も効率的な事業モデルを提案する。経営の効率化の観点から、シルバー人
材の活用も想定するとともに、参入予定事業者へのサウンディング及び各事業者のリスクを
算定する。 

(5) ロードマップの策定(第 8章) 
R3 以降実運用に向けた課題整理を行い、民間事業者との連携、庁内調整などの具体的

手続きをまとめる。 

(2) 健幸ステーション実証実験(第 5章) 
①立岩交流センターでのイベントを実施 
健幸カフェをテーマとしたイベントを実施し、将来の参入事業者検討のためのデータを取

得。 
②アンケートによる市民の潜在ニーズを調査 
イベント参加者に対してアンケート調査を実施し、将来参入する事業への潜在ニーズのデ

ータを取得。 
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2-1-2 実施する調査分析について 

前項で整理した 3 つのポイントに基づき、本事業においては下記の調査を実施した。 

 

(1) 飯塚市における地域交流センターの運営実態調査と重点整備施設の抽出(第 4 章) 

①現況施設の現地調査及び②施設運営実態の分析  

限られた財源・設備を効果的に利用するため、候補施設のうち実際にどの施設で事業を展開す

るのかについては、各施設の立地条件・規模条件等を踏まえ、定量的に検討する必要がある。特に

事業者へ事業運営を依頼するにあたっては、事業運営に影響を及ぼす可能性の高い各種必要情報

を明らかにし、事業者側が収益分析等の具体的な事業検討をできる環境を提供することが重要で

ある。 

そこで、本事業を提案する上で全 12 施設の各種情報を収集し、重点的に検討を行う 4 施設を

抽出するための分析を行った。そのために、現地調査から得られたデータに加え GIS 等を活用し

た周辺人口やアクセス状況、施設配置状況等のデータを活用した(下表)。 

 

表 2. 1 候補施設の利用実態調査と重点整備施設の分析に用いたデータ 

分析データ 項目 調査・分析内容／データ入手方式等 

人口に関するデータ 周辺人口分布 （GIS）年代別・地域別居住状況の分析 

立地条件に関するデータ 立地条件 
（GIS）周辺道路状況、バス停、駅までの距離 

（GIS）周辺施設との位置関係 

施設の緯度・経度データ 歩きやすさ （GIS）徒歩圏内にある主要施設の数 

施設概要のデータ※ 

施設面積 記述式 

建築面積 記述式 

延床面積 記述式 

階数 選択式 

部屋数・間取り 記述式・図面記入 

築年数 記述式 

改築の有無・内容 記述式 

駐車台数 記述式 

駐輪台数 記述式 

施設の収支状況に関する 

データ※ 

施設関連費(支出) 光熱費・保険料・委託費・設備費別 

人件費(支出) 職員賃金・謝礼 

その他(支出) 維持管理費・負担金等 

収入 使用料 

利用者に関するデータ 

※個人情報に配慮し、ア

ンケートによって収集 

利用者分布 利用者毎の住所(町丁目レベルまで) 

利用者属性 利用者毎の年齢・性別 

利用状況 利用者毎の利用頻度・内容 
※飯塚市提供データを使用。詳細は各章を参照。 
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(2) 健幸ステーション実証実験(第 5 章) 

①立岩交流センターでのイベントを実施 

本事業で提案する事業スキームと民間事業者の活用に向けて、健幸ステーションの利用実態や

民間事業参入に際しての市民ニーズ・潜在需要を把握することを目的とした実証実験を実施した。

イベントの内容としては、立岩交流センターにおいて健幸カフェ事業者が参入した場合を想定し

て、健幸カフェをテーマとしたコーヒー及びケーキの提供を実施した。 

 

②アンケートによる市民の潜在ニーズを調査 

本実証実験においては、既に飯塚市で実施されている健幸ポイント事業の参加者に対して、1 日

限定のイベント及び参加者へのアンケート調査を行った。質問項目としては、実証実験を実施した

健幸カフェに加えてスポーツジム、健康器具販売会社が参入した場合も想定し、それぞれの潜在ニ

ーズを把握した。 

 

 

(3) 市場調査：地域交流センターで事業運営を実施する候補事業者へのヒアリング実施と 

ポートフォリオ型不動産ビジネス事業者へのヒアリング調査(第 6 章) 

①運営事業者へのヒアリング調査の実施 

飯塚市も参加する「スマートウェルネスシティ（SWC）首長研究会」は、我が国の超高齢・人

口減社会によって生じる様々な社会課題を自治体自ら克服するため、全国の首長が集結し平成 21

年 11 月に発足した組織（43 都道府県 106 市区長村が参加）であるが、これと連携する形でスマ

ートウエルネスコミュニティ協議会(SWC 協議会)が 2015 年に設立され、2018 年に一般社団法人

化している。 

2020 年 3 月に当一般社団法人が静岡県三島市において、地域の健幸（個々人が健康かつ生きが

いを持ち、安心安全で豊かな生活を営むことができること）課題解決を目的とする官民連携の「地

域健幸ビジネス分科会」を立ち上げ、4 月より市民の健康づくりに向けた横断的取り組みをスター

トさせている。下図に三島市での取り組みイメージを示す。 

 

 
図 2. 3 三島市における健幸への取り組みイメージ 

(一般社団法人スマートウエルネスコミュニティ協議会 プレスリリースより引用) 

 

そこで飯塚市においても三島市同様、自治体、地元商工会議所、SWC 協議会参加民間企業間で

「健幸まちづくり連携協定」を締結することを想定し、健幸ステーションの活用に向けて、官民

間・民間企業間で有機的且つ横断的取り組みの可能性を探る。ここでは健幸カフェ事業者及びスポ

ーツジム事業者、健康器具販売会社の 3 社を対象として、健幸ステーションの活用に際しての事

業費や来場者の算定及び事業性分析のための費用等に関するデータを取得するためのヒアリング

調査と、実際に地域交流センターを活用するためのサウンディグ調査の 2 種の調査を実施する。 
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②管理事業者へのヒアリング調査の実施 

複数、異種の業態不動産事業をポートフォリオで運営する不動産事業者（ディベロッパー、SC

など）を中心としたヒアリング調査を実施して事業者と意見交換を行い、本事業の実施主体候補を

選定するためのデータとする。ヒアリング先候補としては、下記の 2 業種を対象とした。 

●大手不動産会社 

大都市近郊及び郊外において主に都市居住のファミリー層を対象に、100％子会社の別会

社が飲食・商業テナントなどによって構成される複合商業施設を運営する。 

●大手ショッピングセンター経営企業 

関東に本社を置く、日本国内外 300 社以上の企業で構成される大手流通企業グループ。

各社の展開する商業店舗業態・規模は、総合スーパー、ホームセンター、スーパーセンター、

スーパーマーケット、ディスカウントストア、小型店、ドラッグストア、ファッションビル、

サービス業、専門店など多岐に亘る。 

 

 

(4) 地域交流センターにおける民間事業者利活用のためのスキームの検討(第 7 章) 

①施設展開可能性に関する検討 

健幸ステーションにおいて、健幸カフェ及びスポーツジム、健康器具販売会社が事業を実施す

る場合の事業スキームを提案した。全 12 箇所の地域交流センターの管理運営費等も参照しつつ、

主に立岩交流センターを基準として個別運営方式と協議会運営方式、健幸 SIB 連動型事業方式の

3 種類を検討した。 

さらにその各事業スキームに対して、集客需要モデルの推計結果を用いた施設別の年間収入予

測、施設の年間維持管理費、初期投入費用等を勘案し、事業採算性の分析を実施した。 

 

②ベストプラクティス事例の調査 

他市町村で実施している健康増進施設の事例を収集し、その得失を整理するとともに、飯塚市

に適用すべきものを整理して提案した。 

 

③事業スキームの提案 

具体的な事業者参入にあたって、①で検討した SIB 事業モデルを含む複数種類の事業スキーム

をコスト面から分析し、最も効率的な事業モデルを提案する。経営の効率化の観点から、シルバー

人材の活用も想定する。また参入予定事業者として健幸カフェ事業者及びスポーツジム事業者、健

康器具販売事業者へのサウンディグ調査及び各事業者のリスクを算定する。 

 

(5) ロードマップの提案(第 8 章) 

本事業において検討した事業スキームの R3 以降の実運用に向けた課題整理を行い、民間事業

者との連携、庁内調整などの具体的手続きをまとめた。 
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2-2 実施スケジュール 

前節で述べた 6 つの調査分析について、下表に示すスケジュールで実施した。 

 

表 2. 2 本事業の実施スケジュール 

 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

(1) 地域交流センターの調査と 

重点整備施設候補の整理  

      

①現況施設の調査       

②施設運営実態の分析       

(2) 健幸ステーション実証実験       

①健康カフェの実証実験   ●    

②アンケートの実施と分析       

(3) 市場調査       

①運営事業者へのヒアリング調査       

②管理事業者へのヒアリング調査       

(4) 事業スキームの検討       

①施設展開可能性に関する検討       

②ベストプラクティス事例の調査       

③事業スキームの提案       

(5) ロードマップの策定       

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

3. 健幸ステーション事業について 
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3 健幸ステーション事業について 

3-1 健幸ステーションに期待する役割 

 本項では、飯塚市における上位計画を踏まえ、健幸ステーションの位置づけを検討する。 

3-1-1 上位計画での位置づけ 

①飯塚市第 2次総合計画 

 同計画では、「健幸都市づくりの推進」を掲げており、“日常生活に密着した各種健康サービスの提供”

や“食育の推進”、そして“健幸づくり拠点施設の整備と活用”を掲げている。 

 特に拠点施設については、その施設の整備のほか、老朽化施設の統廃合と改修を目指している。 

 さらに、同計画では、「高齢者が安心して暮らせるまちづくり」のなかで、「生き甲斐をもって生活でき

る環境づくりの推進」を掲げており、高齢者の地域貢献活動や就労支援により、生き甲斐を持ち、介護予

防に繋げることを目指している。 

 

②いいづか健幸都市基本計画（平成 26年 3月） 

 飯塚市では、新生児から高齢者まで全ての人が健康づくりの推進、生涯にわたる生き生きとした健康

社会を実現するため、同計画を策定している。同計画では、“拠点・コミュニティづくり”、“健幸づくり”、

“公共交通ネットワークづくり”の３本柱を中心に据えている。 

 特に拠点・コミュニティづくりでは、従来の治療・介護から、「予防」を重視した取り組みを進めるこ

とを掲げている。 

 また、「まちづくり協議会※」など市内 12地区において、健幸推進員（仮称）の育成により、各地区で

の健幸づくりや運動イベントを住民主体で進めることを目指している。 

 さらに、この健幸都市を実現するため、コンパクトなまちの創出により、歩行を促進する点を推進して

いる。 

※まちづくり協議会：地域住民の民意や総意を代表し、自立性と主体性を基本としながら、地域づくりに取り組む組織であり、各地域に

おけるまちづくりを推進することを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 1 健幸都市基本計画の３本柱 

 

③飯塚市立地適正化計画 

 同計画では、人口減少社会に対応した当市の都市構造の推進像を示しているが、このなかで、地域拠点

の形成とともに、健幸都市の実現を推進することを目指している。 
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 また、コンパクトシティの核となる地域拠点となる地区として、12 か所のコミュニティ拠点を中心と

して形成することを目指すとともに、まちづくり協議会の活動と連携することの重要性を明記している。

さらに、このコミュニティ施設を、地域コミュニティの増進と健康増進を進める拠点施設と位置付けて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 2 飯塚市立地適正化計画の概要 

 

3-1-2 上位計画を踏まえた健幸ステーションの位置づけ 

 本市では、健幸都市づくりが市の政策の中心に据えられており、そのなかで市内 12カ所の地域交流セ

ンターを中心とした健康増進機能の導入が掲げられている。 

 また、このコミュニティ施設は、立地適正計画における地域の核となる地区であるとともに、まちづく

り協議会等地域コミュニティの活動拠点にも位置付けられている。 

 これらの点から、本事業で提案する「健幸ステーション」は、地域の交流拠点となる「地域交流センタ

ー」連携して整備していくことが望ましいといえる。 

 さらに、総合計画では、高齢者の就労機会増進による介護予防についても言及しており、健幸ステーシ

ョンにおいては、高齢者へのサービス提供だけでなく、「高齢者を活用したサービス提供」という概念も

必要になると考える。 
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3-2 国内における参考事例の調査  

 健幸ステーションの実施にあたり、参考となる国内の先進事例として、新潟県見附市と静岡県三島市

における取り組みについて調査を行った。 

3-2-1 新潟県見附市における取り組み 

 見附市には、見附市立病院と、旧ショッピングセンター跡地を市が買い取って再開発を行った「ネーブ

ルみつけ」に「健康の駅（※1）」が設置されている。 

※1「健康の駅」とは（下記、「健康の駅推進機構」HP参照） 

「健康の駅」とは、地域住民の健康維持・増進を目的に地域住民が集い健康に関する活動を行う交流拠

点で、特定非営利活動法人地域交流センター内「健康の駅推進機構」が認証を行っている。認証を受ける

ためには、下記の要件を満たす必要があり、現在、全国に 19の駅が設置されている。 

【健康の駅 認証要件】 

① まちの駅の設置条件を満たす。 

設置条件 

・地域の情報を説明する案内人（駅長）がいること。 

・トイレと休憩場所を開放していること。 

・まちの情報があること。 

・健康の駅（まちの駅）の看板を掲げること。 

② 健康維持増進を主目的のひとつとして活動し、提供されるサービスと情報が健康づくりに有効とい

う根拠（エビデンス）がある。 

③ 健康の駅の活動に関わる説明情報が開示されている。 

④ 医療・福祉施設および団体または自治体との協力体制がある。 

 

 

  

No. 自治体名 健康の駅名

1 北海道留萌市 健康の駅るもい

2 秋田県横手市 健康の駅よこて

3 福島県石川郡玉川村 健康の駅たまかわ

4 見附市立病院

5 ネーブルみつけ

6 健康の駅ながおか

7 健康の駅わいが家

8 東京都国分寺市 リハセンター人参・健康の駅

9 山梨県北杜市 健康の駅増冨

10 長野県飯田市 健康の駅ほりばた

11 福井県勝山市 湯ったり勝山

12 三重県いなべ市 元気クラブいなべ

13 岐阜県白川町 健遊館美濃白川

14 静岡県富士宮市 健康の駅百恵の郷

15 岡山県岡山市 岡山旭東病院

16 熊本県益城町 健味健食園

17 鹿児島県鹿児島市 健康の駅神之川

18 鹿児島県姶良市 フォンタナの丘かもう

19 沖縄県北中城村 グクルの森

新潟県見附市

新潟県長岡市

図 3.1 健康の駅認証マーク 

表 3.2 健康の駅一覧 
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(1) 見附市立病院における事例  

 本駅は、自治体病院内にある全国で唯一の「健康の駅」であり、2008年に設置された。自治体病院内

への設置については課題があったが、アコーディオンカーテンで仕切りを設け、独立したスペースとす

ることにより、設置が認められた。 

① 施設概要 

施設名：見附市立病院 

設置場所：見附市立病院内 

② 運営概要 

開設曜日・時間：月～金曜 AM9:00～PM4:00（祝日除く） 

実施内容：１）総合相談窓口 

２）健康度チェック・健康づくり体験 

（脳年齢、血管年齢、エアロバイク、ジョーバ等） 

４）健康等に関する情報提供 

５）交流、仲間づくり 

６）園芸福祉 

※新型コロナウイルス感染症対策のため、2020年 4月より一部機能を保健福祉 

センターへ一時移設しているが（現在は１）と３）のみを実施）、来所者から 

は再開を望む声が上がっている。 

設置スタッフ：心の相談員 1名 

看護職スタッフ 1名（看護師、保健師が日替わりで勤務） 

消費生活相談員 1名が常駐 

③ 利用状況 

利用者数：年間約 5,000人が本駅を利用している。なお、2020年度の利用者数は 2020年 11月 

1日時点で計 544人。 

単位：人 

年度 男性（人） 女性（人） 合計（人） 月平均人数 

2017 1,630 3,072 4,702 391.8 

2018 1,762 3,367 5,129 427.4 

2019 1,718 2,575 4,293 357.8 

 

健康相談件数：年間の健康相談件数は約 300～400件。高齢者、特に 70歳代の利用が多い。相 

談内容の内訳別では、2018年度から心の関係に関する相談件数が全体の約 4割 

ともっとも多く、心の相談員を常駐させて対応している。 

単位：人 

年度 男性（人） 女性（人） 合計（人） 月平均人数 

2017 155 202 357 29.8 

2018 134 203 337 28.1 

2019 117 155 272 22.7 
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単位：人 

年度 
39歳以

下 
40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 合計 

2017 16 40 75 82 79 65 357 

2018 53 50 39 60 94 41 337 

2019 40 22 23 51 93 43 272 

 

単位：件 

年度 
健 康

関係 

介 護

関係 

心 の

関係 

医 療

関係 

食 事

関係 

苦 情

関係 

生活・

経済 

そ の

他 
合計 

2017 156 26 131 23 2 2 59 44 443 

2018 111 19 142 42 2 5 40 30 391 

2019 86 18 117 37 0 1 27 35 321 

 

健康度チェック・健康づくり体験者数：年間の体験者数は約 1,300～2,000件。新型コロナウイ 

ルス感染症対策のため、現在は本機能を保健福祉センタ 

ーに移設しているが、再開の声が多い。 

単位：人 

年 度 
脳年

齢 

物忘

れ 

体組

成 

エア

ロバ

イク 

ジョ

ーバ 

骨密

度 

B C

チェ

ッカ

ー 

血圧

測定 
合 計 

月 平

均 人

数 

2017 467 112 204 158 379 207 91 170 1,788 149.0 

2018 472 96 202 185 174 362 174 119 1,784 148.7 

2019 331 54 174 75 110 228 100 236 1,308 109.0 

 

④ 設置の効果 

・総合相談窓口として、市民からの多様な相談に専門職が対応するとともに、心の相談専用電話 

（ホットラインこころ）を設け相談対応することにより、当事者が相談しやすい形で SOSを発 

信でき、また、どこに相談したらよいか迷う当事者に対し一元的に話を聞き、関係機関と連携し 

て解決を図る一歩になっている。 

・健康体験や健康等に関する情報提供を行うことにより、市民が健康づくりを自分事として考え、 

行動変容につなげるきっかけとなっている。 
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(2) ネーブルみつけにおける事例 

 本駅は、全国でも 4駅しか事例のない「健康の駅」と「まちの駅（※2）」のダブル認証施設となってい

る。旧ショッピングセンター跡地を市が買い取り、再開発を行った市民交流センター内に設置されてい

る。 

① 施設概要 

施設名：ネーブルみつけ 

設置場所：市民交流センター 

② 運営概要 

開設曜日・時間：月～土曜 AM9:00～PM9:30 

      日曜   AM9:00～PM6:00 

実施内容：１）健康運動教室（科学的エビデンスに基づく運動メニューの提供） 

３）悠々ライフ（中高年を対象にした生きがいづくり・仲間づくりの場） 

３）みらい市場（地元農家が作った減農薬野菜等の販売） 

４）喫茶コーナー（障がいを持つ人の就労体験の場としても活用） 

③ 利用者 

・健康運動教室は、2019年度に 1,351人が参加した。 

・悠々ライフは、2019年度に年間 323事業を実施、延べ 7,048人が参加した。 

④ 設置の効果 

・見附市立病院及びネーブルみつけ内に設置された「健康の駅」は「健幸スポーツの駅（※3）」 

も兼ねており、本駅に配置された健幸コンシェルジュ（※4）が運動やスポーツを始めたい市 

民からの相談を受け、相談者の身体の状態や興味・関心等に合致する運動やスポーツの紹介も 

行っており、市民の行動変容につなげるきっかけとなっている。 

 

※2「まちの駅」とは（下記、「全国まちの駅連絡協議会」HP参照） 

「まちの駅」とは、地域住民や来訪者に対して地域情報を提供し、人々の交流を促進するための拠点で

ある。特定非営利活動法人地域交流センター内にある「全国まちの駅連絡協議会」が認定を行っており、

現在、全国に 1,676の駅が設置されている。 

【まちの駅の機能】 

① 誰でもトイレが利用でき、無料で休憩できる。 

② 「まちの案内人」が、地域の情報について丁寧に教える。 

③ 地域の人と来訪者の、出会いと交流のサポートをする。 

④ まちの駅間でネットワーク化し、もてなしの地域づくりをめざす。 

 

※3「健幸スポーツの駅」とは 

地域において、健康無関心層を含めた住民が自分の健康状態（疾病の有無および病態）やニーズに応じ

て、スポーツによる健康づくりを開始したくなった時に、それに応じたプログラムを実施できる施設や

プログラムを紹介する役割を持つ。認定のためには、1 名以上の健幸コンシェルジュ（※4）が配置され

ていることが条件となる。なお、これらの駅は、産官学民が連携して健康寿命の延伸と健康格差の縮小を
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目指す一般社団法人 Smart Wellness Community（以下、SWC）協議会が自治体と連携して認定を行っ

ている。 

 

※4健幸コンシェルジュとは 

「健幸スポーツの駅」に常駐し、住民に対し健康状態やニーズに応じて最適なスポーツプログラムを紹

介する人材。保健師、管理栄養士、健康運動指導士、アスレチックトレーナー、理学療法士等の有資格者

や各企業・団体からの推薦者などに対して SWC協議会が認定を行う。 

 

 

  

各自治体は、口コミで周囲の人に健康情報を

届けるインフルエンサー「健幸アンバサダー」

の養成も行っている。健幸アンバサダーは、当

該資格の認定を行う SWC 協議会が定期的（年

4～6回程度）に配信する健康情報を拡散するこ

とで地域住民のヘルスリテラシーを向上させ、

それにより健康づくりに関心を持った人が健幸

スポーツの駅に配置された健幸コンシェルジュ

に相談に行き、その人の健康状態やニーズに応

じた運動・スポーツ教室プログラムの紹介や提

案を行うという仕組みを構築している。 

  

表 3.3 健幸スポーツの駅の設置及び健幸コンシェルジュの配置一覧 
 

図 3.4 健幸スポーツの駅と健幸コンシェルジュ 
及びアンバサダー連絡のイメージ 
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3-2-2 静岡県三島市における取り組み 

三島市は 2020年、三島商工会議所及び SWC協議会と「健幸まちづくり連携協定」を締結し、地域や

SWC協議会加盟企業と連携して市民の健康づくりに取り組んでいる。 

三島市は SWC 協議会加盟企業のタニタヘルスリンクが提供する運動・栄養プログラムを導入して健

康づくりインセンティブ事業「みしまタニタ健康くらぶ」を実施し、現在、約 2,000人の市民が取り組ん

でいる。 

三島商工会議所は、本事業に参加する会員企業への健康計測機器の貸し出しや企業対抗の歩数イベン

トの企画、健康経営優良法人認定取得に向けたサポート等を行っている。 

また、SWC協議会加盟企業である白寿生科学研究所は、三島田町駅構内に出店する「ハクジュプラザ」

内で本事業の参加者向け説明会やポイント交換等を行い、市民の健康づくりを後押ししている。今後は

連携を強化し、店内での運動教室の実施や健幸アンバサダーを養成するための講座の開催等も予定して

いる。 

① 運営概要 

開設曜日・時間：月～金曜 PM1:30～PM5:50 

実施内容：１）体組成計の設置 

     ２）参加者向け説明会の実施（年に数回を予定） 

② 設置の効果 

・「ハクジュプラザ」内での参加者向け説明会の実施とスタッフによる参加勧奨により、約 30名 

が「みしまタニタ健康くらぶ」に入会した。 

・駅構内に健康づくり拠点を設置できたことにより利便性の向上につながった。 

図 3.5 運動・スポーツ教室プログラムの一例 
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3-2-3 愛知県大府市における取り組み 

大府市では、平成 30年 4月より、健康とまちの賑わい創出を目的とした「KURUTOおおぶ」を JR

大府駅内に開設・運営している。 

本施設は、健康カフェとしての位置づけにあるタニタカフェを中核とした施設であり、その他に健康

サービスの提供、健康器具や観光物産の販売、さらに観光案内サービスを行っている。 

以下では、KURUTOおおぶ運営主体へのヒアリング結果を掲載する。 

 

(1)事業実施に至った背景 

・市長のマニフェストに「大府駅の空きスペースの活用検討」の掲載があったことから、施設設置の検

討を行った。 

・「駅周辺のにぎわいづくり」という市民ニーズに対応するため、飲食、観光推進、健康増進など様々

な機能を有する複合施設を設置し、市内外から多くの来訪者を呼び込むことを目指していた。 

 

(2)施設概要 

・施設面積：151.8 ㎡ 

・事業主体：大府市健康にぎわいステーション推進協議会 

・運営形態：指定管理者制度 

 

(3)収支状況（令和元年度実績） 

・イニシャルコスト（整備時の費用、その負担者） 

設計委託費：約 7百万円 

改修工事費：約 49百万円 

備品購入費：約 9百万円 

（市負担、国庫補助：約 32百万円） 

・運営費 

  収入：約 6,400万円 

  支出：約 6,300万円（主にカフェ人件費：約 20百万円、カフェ材料費：約 17百万円、管理物販人

件費：約 10百万円） 

   

(4)効果 

長期間未利用だったＪＲ大府駅構内の空きスペースに飲食、観光案内、健康づくり機能を備えた公共

施設を設置したことは、駅周辺のにぎわいづくりの一つの契機となったと考えられる。 

今後は、地域の事業者等との連携により一体的な集客促進効果を期待する。 
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3-3 健幸ステーションの機能定義 

 飯塚市の上位計画や他都市の類似施設の事例を踏まえ、本市の健幸ステーションの機能定義を以下の

ように設定する。また、本事業では、官民連携による同ステーションの事業性の確保と地域交流センター

そのものの運営効率性を同時に実現できる事業モデルの構築を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス機能 想定されるサービス例 

・健康増進に貢献する飲食機能 

・コミュニティを醸成するカフェ 

・健康意識・活動の伝導 等 

健幸カフェ 

・体にやさしい食べ物や飲み物を提供するカフェ 

・カフェで健康イベントを通じて健康意識の醸成が図られる 

・「健幸調理教室」の開催により、体にやさしい食べ物の調理方法を、

一般市民向け、飲食事業者向けに普及啓発することで、市民の健康

長寿の裾野を広げる。 

・日常的な健康度チェック 

・運動体験 

・コミュニティの醸成 

スポーツジム・運動教室 

・スポーツジムや運動教室の開設で市民の運動習慣を定着 

・健康教室の開催 

・健康取得機会の付与 

・収益性の確保 

健康商品販売 

・健康器具や健康食品等の販売等、健康に貢献する物販機能 

・市の健康施策との連携 健幸ポイント事業 

・市が進める健幸ポイント事業と連携し、健幸ポイントの付与や商品

交換等ポイント事業の支援機能、及び参加者勧誘機能 

 

 

・健康増進に係る多面的機能を有する健康拠点 

・地区の拠点として、人々が集う機会を創出し、

まちの賑わい創出にも貢献 

・人々が集うことで、地域コミュニティの醸成

に貢献 

・高齢者の就労機会の拡大 

・健康度チェック・健幸体験づくり（→運動教

室等） 

・健康に関する情報発信 

・交流・仲間づくり 

・喫茶コーナー（就労機会の確保も併用） 

・健康カフェや健康商品の販売 等 

■本市における健幸ステーションの位置づけ ■健康ステーションの事例からみた機能 

施設要件①：市民の健康増進に貢献する施設 

施設要件②：地域の集客拠点として、まちの賑わい創出に貢献する施設 

施設要件③：先導的な官民連携事業モデルにより地域交流センターの運営効率化を実現 



 

 

 

 

 

 

 

4. 飯塚市における地域交流センターの 

運営実態調査と重点整備施設の抽出  
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4. 飯塚市における地域交流センターの運営実態調査と重点整備施設の抽出 

4-1 地域交流センターの概要 

飯塚市には全 12 か所の交流センターが整備されており、「地域づくり」としての安全・安心なまち

づくりや地域福祉などの役割に加え、「学びの場」としての地域住民の生涯学習の場や文化活動に寄与

する役割を持った施設として位置付けられている 4.1)。 

元々飯塚市の地域交流センターは地区公民館であったが、地区公民館は社会教育法第 23 条により営

利活動での使用に制限がある注 4.1。そのため、公民館では民間による活動をメインと した運用ができず

収入は市民のサークル活動等の利用料に依存せざるを得ない。一方で、公民館の支出は人件費や光熱

費、委託料など多岐にわたり、大幅な赤字が続いていた注 4.2。 

そこで飯塚市では、公民館の立地条件やスペースの貸し出しを引き換えに、実施されるサークル等の

イベントを一部民間事業者で実施させて市の施設の有効活用と経営の改善を図るため、平成 30 年に公

民館を社会教育法で制限されない地区交流センターと改組し、民間事業者による営利活動を積極的に受

け入れる方針へと転換した。この結果、12 箇所全ての地区交流センターにおいて民間事業者を主体と

する事業やイベントが可能となった。 

・12 箇所の地域交流センターについて 

下記に、飯塚市にある全交流センターの一覧を示す。 

 

表 4.1 地区交流センター一覧 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1) 飯塚市ホームページ：https://www.city.iizuka.lg.jp/machizukuri/kurashi/shimin/kouryucenter/kouryucenter. html、2020 年 12 

月 11 日参照 

注 4.1 文部科学省の事務連絡 ( 平成 30 年 12 月 21 日「社会教育法第 23 条第 1 項の解釈の周知について（依頼）社」) による
と、「法第 23 条第１項第１号では、公民館が『もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用さ
せその他営利事業を援助すること』を禁止している。本規定の趣旨は、公民館が、法第 20 条に掲げる目的を没却して専ら営利の

みを追求することや、特定の営利事業に対して、使用回数や使用時間、使用料等に関して優遇するなど特に便宜を図り、それによ
って当該事業に利益を与えることを禁止するもので、公民館が営利事業に関わることを全面的に禁止するものではない。」とあ
り、営利事業を主目的としなければ営利目的での使用も可能であることが分かる。 

注 4.2 平成 27 年度 -29 年度の指定管理料算出表より  
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・候補 12 施設の利用実態と施設更新計画、後背圏人口等の地区特性について 

本章においては、資料や現地調査から得られたデータを用いて、上記の 12施設についてそれぞれの

利用施設の利用可能諸室における利用率、施設更新計画、施設がある地域の後背圏人口といった地域の

特性を示す。なお各施設の利用率については、2020年 10月の 1ヶ月の利用状況を基に算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 飯塚市の 12 地区と高齢化率 

 

表 4.2 飯塚市の人口と世帯数、男女比 

 

 

図 4.2 飯塚市人口ピラミッド 
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4-1-1 二瀬交流センター 

A. 諸室の平面図と利用率 

二瀬交流センターには、調理実習室をはじめとして 7室ある。図書室がある点が特徴である。 

  

図 4.3 二瀬交流センター 1 階平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 二瀬交流センター 2 階平面図 
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各室の利用率は下記の通りである。大研修室の利用が多く、午前中は 80%、午後は 57% の利用率と

なる。夜間 19時台の利用も目立ち、40%を占めている。 

 

表 4.3 二瀬交流センター 各室利用率 

  

 

 

 

 

 

 

B. 施設更新計画 

二瀬交流センターは 1971年に建設されているため建物が老朽化していることもあり、2022年 4月に

国道を挟んだ給食センター跡地に建て替え予定である。現状の利用状況においてはサークルがメインで

あるため、更新後の交流センターはサークルが入るような形で新しい建物を計画しており、部屋及び駐

車場も増え、調理室も備えるが飲食機能などが入る予定はない。また、避難所にもなる計画である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 二瀬交流センター建て替え予定地 

 

C. 後背圏人口等の地区特性について 

二瀬地区の利用者は大部分が高齢者であり、子育て世帯の利用が少なくなっている。サークルが大部

分を占め、その他まちづくり協議会や民生委員などの協議会が利用しているため、市の関係団体として

の利用料の減免措置が多く適用される。二瀬地区の他、川津や横田からの利用者が多い。 

また利用者は車利用が多く、規模の大きな会議やサークルでの利用が重なると、40数台の駐車場が一杯

になることもあるため、近隣の施設などと相談し駐車場所を確保している状況である。二瀬交流センタ
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ーは西鉄バス、コミュニティバスの停留所にもなっている ( コミュニティバスは市内循環 )。利用者は

車持っている人は遠くからくるが、大体は二瀬地区からの利用者である。 

立地としては近くに小学校や中学校がない、あるいは遠いため子供や子育て世代の利用が少なくなっ

ていると考えられる。下図人口ピラミッドからもわかるように、20 歳台前半の男性が突出して多く、

九州工業大学の学生と推測される。そのため、九州工業大学と連携可能かどうかは二瀬地区の今後の課

題である。 

 

図 4.6 二瀬地区の位置と高齢化率 

 

表 4.4 二瀬地区の人口と世帯数、男女比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 4.7 二瀬地区人口ピラミッド 
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4-1-2 幸袋交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

幸袋交流センターには、調理実習室をはじめとして 7室ある。児童室がある点が特徴。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8 幸袋交流センター 1 階平面図 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9 幸袋交流センター 2 階平面図  
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各室の利用率は下記の通りである。児童室の利用が全時間帯を通じて多く、午前中から 15時台まで 

50％前後となっている。また大研修室も午前中は 40%の利用率である。一方で和室は午後 2時 -3時台

の利用が多く 40-50%となるが、それ以外の時間帯は多くない。 

 

表 4.5 幸袋交流センター 各室利用率 

 

 

 

 

 

 

B. 施設更新計画 

幸袋交流センターは 1972年に現施設が完成しており、2005年にエレベーター等改修工事が実施さ

れた。現在、二瀬交流センターと同様に移転建て替え計画されている。時期は 2024年を予定してい

る。 

C. 後背圏人口等の地区特性について 

幸袋地区の高齢化率は 29.24%となっており、飯塚市の平均に近い。男性と女性の人数がほぼ同数で

あり、年齢構成も飯塚市全体とほぼ同様となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10 幸袋地区の位置と高齢化率 

 

表 4.6 幸袋地区の人口と世帯数、男女比 
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図 4.11 幸袋地区人口ピラミッド 

 

  



4-9 

 

4-1-3 鎮西交流センター 

A. 諸室の平面図と利用率 

鎮西交流センターには、調理実習室をはじめとして 8室ある。音楽研修室が特徴である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 鎮西交流センター 1 階平面図 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.13 鎮西交流センター 2 階平面図  
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各室の利用率は下記の通りである。大研修室の利用が全時間帯を通じて多く、午前中は 50%から 60%

となっている。また研修室 1-3 の中では研修室 1で利用平均が高くなっている。音楽研修室は 17-19

時台の利用が多くなっており、20-40%を占める。また、調理室と和室 1、和室 2は午前中の利用が見ら

ないものの、18時代から 21時代にかけて少数の利用が見られている。 

 

表 4.7 鎮西交流センター 各室利用率 

   

 

 

 

 

 

 

B. 施設更新計画 

2017年に地上 2 階建ての新施設が建設され、2018 年 4月 1日より共用開始されたため、鎮西交流

センターについては現在改修や移転の計画はない。スロープはあるが多目的トイレやエレベーターがな

く、バリアフリー上高齢者の利用に課題もある。 

C. 後背圏人口等の地区特性について 

鎮西地区は、高齢化率が 24.35%となっており立岩地区についで飯塚市内で高齢化率が低くなってい

る。男女とも 0-4歳と 35歳-44歳の人数が多いことから、子供が生まれたばかりの世代が多いことが推

測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.14 鎮西地区の位置と高齢化率 

 

表 4.8 鎮西地区の人口と世帯数、男女比 
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図 4.15 鎮西地区人口ピラミッド 
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4-1-4 菰田交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

菰田交流センターには、大研修室をはじめとして 7室ある。多目的室が特徴である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.16 菰田交流センター 1 階及び 2 階平面図 
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各室の利用率は下記の通りである。大研修室が最も利用率が高く、午前から午後にかけて 40-50%の

利用が見られている他、19-20時台にも一定の利用がある。その他、第 1研修室、和室 2号も利用率は

下がるものの同様の利用傾向が見られる。調理実習室、和室 1号は特定の時間帯を除き、ほかは全く利

用が見られない。 

表 4.9 菰田交流センター 各室利用率 

  

 

 

 

 

 

 

B.施設更新計画 

菰田交流センターは、1973年に現施設が建設された。その後エレベーターの改修工事(時期不明)に加

え、2020年に大規模改造工事を実施した。現在その他移転や改修の実施予定はない。スロープと多目

的トイレは設置されており、バリアフリー化は完了している。 

C.後背圏人口等の地区特性について 

立岩地区に隣接し中心部に近い菰田地区は、人口が 4,000人弱と飯塚市の中では最も少なくなってい

る。また高齢化率は 32.88%と高く、高齢者の多い地域である。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.17 菰田地区の位置と高齢化率 

表 4.1 菰田地区の人口と世帯数、男女比 
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図 4.18 菰田地区人口ピラミッド  
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4-1-5 立岩交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

立岩交流センターには、調理実習室をはじめとして 7室ある。和室がない点が特徴である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.19 立岩交流センター 1 階平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.20 立岩交流センター 2 階平面図  
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 各室の利用率は下記の通りである。児童室の利用が全時間帯を通じて多く、午前中から 15時台まで

50％前後となっている。また大研修室も午前中は 40%の利用率である。一方で和室は午後 2時-3時台

の利用が多く 40-50%となるが、それ以外の時間帯は多くない。 

 

表 4.11 立岩交流センター 各室利用率 

  

 

 

 

 

 

B.施設更新計画 

立岩交流センターは、2019年に移転建て替えを実施し、2020年 1月 1日より新施設が共用を開始(利

用開始は同年 1月 4日より)している。旧施設が 4階建てであり、新施設が 2階となっているため部屋

数は減っている。新施設には多目的トイレ・スロープ・エレベーターが完備されている。 

C.後背圏人口等の地区特性について 

新飯塚駅及び市役所を始めとする飯塚市の中心部であり、人口は二瀬地区に次いで多い。高齢化率が

飯塚市の中で最も低く、男女とも 15歳から 24歳、35歳から 44歳の人口が多くなっている。ただし、

60歳-69歳の人口も多く、若者世代が市外へ流出した場合の急速な高齢化が懸念される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.21 立岩地区の位置と高齢化率 

表 4.12 立岩地区の人口と世帯数、男女比 
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図 4.22 立岩地区人口ピラミッド 

 

  

  



4-18 

 

4-1-6 飯塚東交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

飯塚東交流センターには、調理実習室をはじめとして 7室ある。特徴として和室が 3室ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.23 飯塚東交流センター 1 階及び 2 階平面図 

各室の利用率は下記の通りである。大研修室の利用が全時間帯を通じて多く、午前中 30-40%、午後

から 15時台まで 50-60％となっている。また 19時-21時台も 40%と利用率が高い。 

 

表 4.13 飯塚東交流センター 各室利用率 

  

 

 

 

 

 

 

B.施設更新計画 

飯塚東交流センターは、2003年にエレベーター増設工事、2019年に大規模改造工事を実施してい

る。従って現在施設更新や建て替えの予定はないが、地上 2階の建物には多目的トイレ・スロープ・エ

レベーターが完備されている。ただし利用者に対して駐車場数が 14台と少ないといった課題がある。 

 



4-19 

 

C.後背圏人口等の地区特性について 

飯塚市の中心に近いが高齢化率は高い地域である。男女とも 60歳台の人口が多いが、地域交流セン

ターは小学校に隣接しており、子育て世代の利用等も期待できる地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.24 飯塚東地区の位置と高齢化率 

 

表 4.14 飯塚東地区の人口と世帯数、男女比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.25 飯塚東地区人口ピラミッド  
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4-1-7 飯塚片島交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

飯塚片島交流センターには、調理実習室をはじめとして 7室ある。和室が 3室ある点が特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.26 飯塚片島交流センター 1 階（左）及び 2 階平面図（右）：2005 年エレベーター改修後 

 

各室の利用率は下記の通りである。調理室を除き多くの部屋に利用が見られる。特に大研修室は午後

13時から 15時台の利用が 60%を超えており、利用率が高い。3室ある和室も 2室が午後 13時から 15

時台の利用が 40%-60%となっており多くの頻度で利用されている。 

表 4.15 飯塚片島交流センター 各室利用率 
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B.施設更新計画 

飯塚片島交流センターは 1982年に建設された地上 2回の建物であり、2006年に改修・エレベーター

設置工事、2014年に太陽光パネル設置工事・蓄電器設置工事を実施している。多目的トイレ・スロー

プも備えている。現時点でその他に施設更新や改修の予定はない。 

C.後背圏人口等の地区特性について 

高齢化率は飯塚市全体の平均より高い。人口構成も飯塚市全体と同様となっている。人口は市の中で

4番目に少ない地域である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.27 飯塚片島地区の位置と高齢化率 

 

表 4.16 飯塚片島地区の人口と世帯数、男女比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.28 飯塚片島地区人口ピラミッド  
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4-1-8 鯰田交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

鯰田交流センターには、調理実習室をはじめとして 6室ある。児童室がある点が特徴である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.29 鯰田交流センター 1 階及び 2 階平面図 

 

各室の利用率は下記の通りである。大研修室が最も利用率が高く、昼 12時台に 40%となっている。

大研修室、児童室ともにほぼ全ての開館時間に利用が見られる。 

 

表 4.17 鯰田交流センター 各室利用率 

  

 

 

 

 

 

 

B.施設更新計画 

鯰田交流センターは 1976年に建てられ、2001年にエレベーター設置を含む改修が実施された。

2021年中の建て替えが計画されている。多目的トイレ・スロープも備えている。 

C.後背圏人口等の地区特性について 

中心部である立岩地区に隣接する地域であるが、高齢化率は飯塚市全体より高くなっている。人口構

成は飯塚市全体とほぼ同様であり、地域の人口は市で 3番目に少ない。 
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図 4.30 鯰田地区の位置と高齢化率 

 

表 4.18 鯰田地区の人口と世帯数、男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.31 鯰田地区人口ピラミッド 
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4-1-9 穂波交流センター 

A.諸室の平面図と利用率 

穂波交流センターは 2020年時点で改修工事が実施されており、改修後はホール、や視聴覚室、会議

室、子育て支援センター等を含む施設となる予定である。2020年時点で改修中のため、2020年 10月

時点の利用率のデータはない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.32 穂波交流センター 1 階平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.33 穂波交流センター 2 階平面図 
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B.施設更新計画 

鯰田交流センターは 1978年に建てられ、2002年の改修工事に引き続き、2020年にも改修工事を実

施している。多目的トイレ・スロープ・エレベーターを備えている。 

C.後背圏人口等の地区特性について 

穂波地区の高齢化率は飯塚市全体とほぼ同様であるが、人口は市内で最も多くなっている。75歳以上

の人口も最多であるが、その他 60歳台の人口も多く今後も高齢化率の上昇が予想される地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.34 穂波地区の位置と高齢化率 

 

表 4.19 穂波地区の人口と世帯数、男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.35 穂波地区人口ピラミッド  
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